
現代における価格と独占価格論

１．はじめに

中 野 元

従来，独占

＝競争制限に

利潤を分け合

の資本間関係

という論理展

門内および部

資本主義段階における価格を

よって独占的市場構造が形成

うという資本関係から独占資

へと移行し，平均利潤を超え

開で検討が重ねられてきた。

門間を通じてどのように形成

めぐる問題については，ま

され，それにともなって自

本が非独占資本の利潤を収

て超過利潤を実現する価格

この独占的市場構造を論じ

されているのかが問題とな

ず自由競争とは異なる独占

由競争段階にあった平等に

奪するという支配・被支配

つまり独占価格が成立する

る限りでは，競争制限は部

り，主に非独占資本からの

利潤の収奪＝

このアプロー

資本市場の三

市場構造を問

ただ，独占的

のの，その具

における競争

超過利潤の獲得として独占利

チは，特に戦後の日本資本主

つの側面からそれぞれ問題提

題にし，独占資本の支配と収

市場構造を論理的に前提した

体的な独占価格の内容となる

制限によってか，あるいは部

潤・独占価格論を展開する

義分析の一つのテーマであ

起されてきた二重構造問題

奪のメカニズムを明らかに

上で独占価格を論じるとい

と論者によってさまざまに

門間競争を通じた参入阻止

という内容になっていた。

り，労働市場，生産物市場，

に対して，生産物市場から

するというものであった。

う基本的な共通性はあるも

異なる。たとえば，部門内

条件の形成によって独占価

格を展開する

競争の独自な

は基本的に独

態的メカニズ

この考え方

が多くの分野

再編は，競争

かで，大きく分けられる。し

作用についての積極的な展開

占的市場構造の形成において

ムにおいて展開されればよい

は，特に 年代以降急速に

で実施されるという現実に対

激化をともなって進行したの

かし，そこに共通している

がないということである。

まず与えられるべきであり

といった考え方がある。

進んだ規制緩和策や競争促

して，その無力さをさらけ

であり，このことは旧来の

のは独占資本主義における

ここには，独占価格の本質

，競争の作用はその後の動

進政策のもとで低価格競争

出した。独占的市場構造の

独占的市場構造が緩むこと

を意味してい

あろうか。あ

ろ国際的な規

における競争

降における規

てどのように

る。とすれば，独占資本主義

るいは，独占資本のパワーは

模で巨大独占資本が次々と形

という問題について，あまり

制緩和にともなって競争が激

分析されなければならないの

は自由競争的資本主義に向

停滞化しつあるのであろう

成されつつあることは，誰

にも軽視されてきたのでは

化してきたのは，独占資本

か，独占資本主義が本来有

かったことを意味するので

か。それは逆であり，むし

でも知っている。独占段階

ないだろうか。 年代以

主義固有の競争の法則とし

する問題として必ずしも十
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分に説明できて

定される価格も

における固有の
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きたとはいえない。価格につ

それ自体独占価格である。厳

独占利潤・独占価格が設定さ

（第 巻・第５ ６号）

いても，同様である。競争が

しい競争制限＝独占的市場構

れなければならないという論

激化しているときに設

造から，まず独占段階

理の一面性は，今日ま

すます克服され

かに強者にとっ

従来の独占価

独占資本主義に

動を問題にする

ういう関係にな

ながら，それぞ

るべき課題になっている。な

て有利なルールとして普遍的

格論を展開する場合，「競争

おける独占利潤・独占価格と

ときにはじめて「独占的競争

っているのだろうか。故上野

れの法則の持つ独自な内容と

ぜなら，独占段階の資本主義

に貫くものだからである。

」はどのような形で扱われた

いう本質的関係を明らかにし

」という表現で使われる。し

俊樹は，競争と独占について

関係について整理し，その上
）

では，自由競争は明ら

のであろうか。それは，

た後，資本の動態的運

かし，独占と競争はど

『資本論』を基礎とし

で，独占資本主義にお

ける独占の法則

まず，独占資

も作用しており

は，規制緩和に

運動は競争を排

した二つの側面

関係をみている

要な法則として

について競争との関係で，以

本主義においては，競争制限

，それはいわば諸独占資本が

よって競争が激化している今

除しないどころか，場合によ

を独占資本主義は内包してい

。それは，競争と独占がそれ

競争を包括しており，この総

下のように言及した。

としての独占が作用している

二本の「線路」のうえを走る

日の状況を表象においても自

ってはさらに激化させている

ることを確認し，その上で，

ぞれ独自に作用しながらも，

体の関係から独占利潤の法則

とともに他方では競争

が如くである。現実に

明の如く，独占資本の

。それゆえ，まずそう

総体としてこの両者の

総体としては独占が主

が現代において貫徹し

ているとする。

に競争を包括し

除し合うときに

ている。どのよ

そのこと自体が

係は決定され，

産業の交代など

同時に，この両者は相互作用

ているわけではなく，そこに

この両者は矛盾的関係になる

うにしてか。それは，諸独占

新たな競争条件を創出し，相

再編されていく。場合によっ

として現れてくることもある

する関係にもなっており，そ

は競争の独自な作用も当然機

。この矛盾的関係が独占資本

資本間において形成された各

互の競争の成果に応じて諸独

ては，産業間における主導権

。

れは単に独占が一方的

能しており，相互に排

主義の運動を生み出し

種の競争制限＝独占は，

占資本間の新たな力関

の移動やリーディング

以上のような

代資本主義にお

いう考え方を含

２．現代

競争と独占についての上野に

ける価格現象に焦点を当て，

めて従来の独占価格論の諸見

の価格決定の諸特徴――競

よる新たな問題提起を基礎に

その特徴を整理してみたい。

解を批判的に検討してみたい

争と独占の多様な作用によ

しながら，ここでは現

その上で，市場構造と

。

る価格運動――

グローバ

年代初頭

を初めとした金

たらした。同時

時期だったので

和を積極的に推

ル化時代とデフレの進行

におけるバブルの崩壊は，そ

融不安へと波及し，日本資本

に，この 年代は，日本資本

あり，日米構造協議に基づい

進する一方で，日本の諸独占

の後住宅専門金融機関の破綻

主義における膨大な不良債権

主義が本格的な国際化・グロ

て日本が国際的に市場を開放

資本がアジアや北米を中心に

やそれに続く都市銀行

問題と深刻な不況をも

ーバル化を推し進める

するための各種規制緩

国際的な企業内分業や
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子会社・関連

携帯電話等最

併や提携まで

現代におけ

会社を通じたネットワーク網

終消費財産業まで，欧米資本

含めてまさにメガコンペティ

る価格と独占価格論（中野）

を形成する過程だった。鉄

との国際的競争がさまざま

ション時代の到来となった

鋼等の素材産業から自動車，

な形で展開され，国際的合
）
。

こうしたメ

ており，それ

例えば，従来

解消しながら

ある。しかし

約されるかと

異なる独自の

ガコンペティション時代にあ

にともない従来の日本資本主

日本の金融資本集団として特

金融持株会社化を進め，現在

，従来のグループに所属して

いえばそうではなく，信託，

提携・合併を実施したりして

って，日本の諸独占資本は

義の構造的特徴もいろんな

筆された６大企業集団は，

三井住友，三菱東京，みず

いた各産業の独占資本がそ

生保，建設等の産業のよう

いる。逆にいえば，企業間

従来の蓄積諸条件を再編し

形で変化することになった。

株式の相互持ち合いを一定

ほの３つへと集約されつつ

のまま３つのグループに集

に金融グループの合併とは

関係の連携の仕方も独自な

再編を遂げつ

請け系列の再

決定の方式が

バブル崩壊

債権問題の

らした。こう

極的な国際的

て過剰な生産

つあるのである。この蓄積方

編や長期的取引，それに基づ

大きく変化しているのは，こ

による過剰資本は，土地，株

顕在化という形で現れ，「失わ

した平成不況の克服策は，先

展開という過程をつうじて実

設備の集約化を進め，最新設

法の再編は，従来の企業間

く各種慣行の解消などをも

うした事情を反映している

式などの資産価値の激減と

れた 年」と表現されるほど

にみたように各種規制緩和

施されており，諸独占資本

備への合理的配置や戦略分

取引にも影響を及ぼし，下

生み出している。今日価格

のである。

それにともなう膨大な不良

長期間の経済停滞をもた

による国内市場の開放と積

は相互の合併や提携によっ

野への重点的資源投入によ

って自らの国

賃金制度や終

こうした一

用を絞り込み

定雇用問題が

アジアを中心

大型小売店・

際競争力を強化しようとして

身雇用，企業内組合といった

連の不況克服策は，国民経済

，逆に契約社員や臨時社員の

拡がるとともに賃金の低迷に

とした低価格の海外製品の輸

大商業資本の全国的展開によ

いる。それは，情報化の進

旧来の日本的経営の改変を

にさまざまな問題を生み出

増加によって低コスト体制

よる個人消費力の停滞化が

入の増加によって地域産業

って地域商店街などの衰退

展をともないながら，年功

も迫っている。

している。例えば，正規雇

を強化してきた結果，不安

進むことになった。さらに，

・下請け中小資本が低迷し，

が進むなど，競争劣位産業

を中心とした

レ状況をつく

投資の削減は

た産業を持た

題を発生させ

以上のよう

旧来の業界に

中小零細資本の倒産の増加と

り出してきた。膨大に膨れあ

，ゼネコンを初めとした土木

ず公共工事に多くを依存して

ている。

な現状のなかで，独占資本に

おける協調体制を再編しつつ

ともに失業問題が深刻化し

がった赤字国債の累積問題

，建設関連資本の経営問題

きた地域の経済は一挙に冷

よる国際的競争優位の確立

も，各種規制緩和をつうじ

，最終消費財を中心にデフ

・財政再建問題による公共

に波及し，特にこれといっ

え込むことになり，雇用問

を目指した資本蓄積戦略は，

て新たな競争を展開し新規

産業分野の創

価格設定は各

と競争の関係

にかかわって

出によって総体として蓄積基

産業において独自な内容を持

において特徴・性格づけられ

いるのか。こうした点につい

盤の拡大を推し進めている

って展開されている。この

ているのか，また資本の蓄

て，以下いくつかの事例を

ようにみえる。そのなかで，

価格設定はどのような独占

積諸条件の形成にどのよう

挙げながら言及してみたい
）
。
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今日にお

“コスト割れ

情報通信産業
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ける価格決定の特徴

”価格の設定――競争の強制

は従来日本電信電話公社によ

（第 巻・第５ ６号）

法則――

って担われてきたのであるが，この公社は 年４

月の民営化によ

通信そしてデー

の売上高で世界

コムホールディ

的な設備・ネッ

ない。

年代終盤以

って に移行し， 年に

タ通信の各分野に関係会社を

一の通信グループとなって

ングス，さらには電力系のパ

トワーク，人材そして知名度

降特に急速に普及し市場拡大

は は傘下に国内地域通

有する持株会社として再編さ

いる。この他に国内には

ワードコムなどがあるが，こ

を有する の牙城を突き

を遂げた携帯電話分野では，

信，国際通信，移動体

れた。現代，当社はそ

グループや日本テレ

れら各グループは圧倒

崩すまでには至ってい

規制緩和を通じた移動

体通信分野への

インターネット

価格戦略によっ

５年程度の間に

どのように行わ

ドコモ

上位機種「

が 円前後

各グループの積極的な参入に

・サービスから画像・音楽サ

て市場シェアを確保・拡大す

第３世代にまで達するという

れたのか，以下みてみよう
）
。

は他社との第２世代機種をめ

」シリーズ（カメラ付携帯電

だった。 月には， 円

よって激烈な競争が展開され

ービスなどの急速な各種技術

るといったものであり，その

異常なものである。そこで，

ぐる競争を有利に進めるため

話）を開発し市場に投入した

低下し 円前後となり，

ている。その内容は，

革新を促進しながら低

標準性能段階はわずか

ドコモの低価格戦略が

に， 年 月当時最

。そのときの店頭価格

同年６月発売した「カ

メラが付いてい

も実売価格は５

で展開されたこ

ない」＝「 」とほぼ同じ価

万円は超えるとみられてお

とがわかる。

図１．携

格となった。携帯電話機の

り，“コスト割れ”の低価格設

帯電話機の流通経路

流通経路（図１）をみて

定がこの激烈な競争戦

では，この売

があったのであ

モが流通業者向

日本経済新聞， 年 月

れれば売れるほど赤字になる

ろうか。その戦略については

けに販売手数料（販売奨励金

日付け。

という低価格戦略は に

，以下のことが指摘されてい

を含む）を支払っていたことで

とってどのような意義

る。その一つは，ドコ

ある。その額は年間に

（ ）



連結売上高の

一説には，年

して，流通業

現代におけ

１割弱に相当する約 億

間１兆円近くにのぼり，１台

者は端末を販売した際の販売

る価格と独占価格論（中野）

円（携帯電話１台当たり約２万

当たり３ ４万円にも達す

手数料や販売奨励金だけで

円）にのぼるとみられる。

るともいわれている。こう

はなく，その他に販売店で

契約した顧客

品の販売を促

とになり，新

ことになる。

現在，携

格動向は依然

開発負担は

の通話料から一定率を数年間

進したのである。それゆえ

技術の画像の頻繁なやり取り

帯電話は国際的標準を備えた

として同じような傾向をたど

大きくなるといわれる。一機

受け取る「継続手数料」も

， にとって，収益は通話

を通じて顧客の通話量をい

第３世代に入っているが，最

っている。携帯機能は世代

種の開発コストも 億円規模

得ることによって低価格製

料収入に多く依存するこ

かに増大させるかにかかる

上位機種「 」の価

が高まる分ソフトウエアの

にのぼり，第２世代の２

倍に達

収益基盤の維

争の強制法則

を強いている

オープン価

パソコンや

る販売競争

するという。それゆえ，

持・確保のためには，市場拡

は，諸独占資本相互に対して

のであり，“コスト割れ価格

格の定着――価格決定におけ

家電製品でメーカーの価格決

を通じて値下がりのスピード

ドコモだけではなく競合関

大とシェア確保を絶対的条

も勝ち組として生き残るた

”設定もこの法則によって強

るメーカーと商業資本との

定権が弱体化している。事

が速くなったために，メーカ

係にある通信各社はその

件にしているのである。競

めに諸方策を採用すること

制されているのである。

主導権争い――

実，デフレの進行や激化す

ーの希望小売価格がない

「オープン価

きた大手家電

おける寡占化

が決定される

そもそもオ

す「二重価格

価格から ％

格」が定着してきたのである

メーカーに対して，ヤマダ電

の進展が価格交渉力を強化さ

ようになったのである。

ープン価格とは，家電製品で

表示」を防ぐために， 年

以上安く売る店舗が過半数を

。資本の競争関係からみれば

機やコジマなどの大手量販

せ，その競争激化の結果後

実態と大きく乖離した希望

に採用されたものである。

占めるようになったとき，

，従来主導権を発揮して

店を中心とした小売業態に

者が主導権を握る形で価格

価格を実売価格と並べて記

具体的には，たとえば希望

メーカーに希望小売価格の

撤廃を義務づ

ーカーの自主

にもかかわ

よれば，カラ

れているのは

ント増加して

７割に高ま

けるというものだった。ただ

基準で対応する形になってい

らず，オープン価格は確実に

ーテレビ，洗 機， な

年で 点（全体の ％）

いる。希望価格が設定されて

るという
）
。

これは， 年６月に規制

る。

定着しつつある。全国家庭

どの８品目のうち，発売時か

に及び，前年比で５ポイント

一定期間後オープン価格に

緩和で廃止され，現在はメ

電気製品公正取引協議会に

らオープン価格が採用さ

，５年前と比べて ポイ

移行した製品を含めれば６

主力メーカ

売り出しても

にある。それ

いる。特に，

日本でもすで

でも，その期

ー間の競争が激しい製品分野

すぐに値崩れを起こし，希望

は量販店の販売戦略にとって

典型はパソコン製品であり

にオープン価格を実施してい

間は短縮化しつつあり，たと

でオープン価格は最も定着

小売価格を設定してもたち

目玉商品であり，集客の柱

， や富士通などはアメリ

る。また，希望価格からオ

えばエアコン製品では

しており，この製品分野は

まち形骸化してしまう傾向

となっている事情によって

カに続いて 年春から

ープン価格へ移行する場合

年の７ヶ月から 年の５

（ ）



ヶ月へと着実に

る売上増とシェ

せざるをえなく

立命館経済学

進んでいる。いずれにしても

ア拡大を目指して展開されて

なっているのである。

（第 巻・第５ ６号）

，量販店における販売競争の

おり，メーカーの価格設定は

激化は低価格戦略によ

その事情に大きく依存

それゆえ，量

メーカーによる

加価値を有する

の家庭ゲーム機

メーカーと大手

価格と，メーカ

ようにそれぞれ

販店を通さない販売ルートや

希望小売価格は実施されて

乾燥機一体型全自動洗 機さ

などは，一定の値下げを繰り

量販店という商業資本との主

ーが独自に形成した流通経路

異なる競争条件によって規定

消費者の指名買いが多い製品

いる。たとえば， （電磁気

らには消費者の指名買いが多

返しながらも希望小売価格が

導権争いのもとで後者が主導

の維持・確保によって決定さ

されているものの，総体とし

分野では，依然として

誘導過熱）調理器や高付

いソニーや任天堂など

維持されている。ただ，

権を持って設定された

れた価格とは，以上の

てみれば今日のデフレ

状況のなかでは

目される
）
。

原料の国際価

この価格決定

料価格の変動を

門間における独

ノマー（プラス

大手量販店が主導権を拡大・

格などにスライドした価格決

方式は，製品取引をめぐる当

そのまま製品価格に反映させ

占資本相互のあるいは業界間

チックの原料）の価格決定方式

強化する傾向が主流であり，

定方式――個別協議制から事

事者間での個別協議・合意形

る方式に変えるというもので

の力関係が明瞭に示される。

は，メーカーとユーザーが互

その巻き返しが今後注

前決定方式へ――

成による価格決定を原

あり，ここでは産業部

たとえば，スチレンモ

いの収益状況を勘案し

ながら個別に交

移っている。ま

一定の計算式

きに，出光石油

ー分野で同社の

従来は，スチ

れていたため，

渉し決定する従来の方式から

ず，旭化成と住友化学工業は

（フォーミュラ）で国内価格を

化学などが追随している。旭

国内向け値決めに占める割合

レンモノマーなどの石油化学

値決めの主流も相互の個別協

原料の国際価格などにスライ

年に原料や製品の国際価

決める方式を国内ユーザーに

化成ケミカルズは樹脂・塗料

は８割（ 年）に達してい

製品はメーカーとユーザーが

議だった。しかし，この旧来

ドした値決め方式へと

格や為替相場を基礎に

提案している。この動

原料のスチレンモノマ

る。

コンビナートでつなが

の方式では，最近のデ

フレ状況下で原

れに応えざるを

減らすことで，

連動するフォー

っているのであ

この「フォー

年汎用合成

料の値上がりがあっても，ユ

えなかった。このため，石油

ユーザーへの強固な価格交渉

ミュラ方式を具体的な価格方

る。

ミュラ方式」の導入は，この

樹脂ポリオレフィン（ポリプ

ーザーから製品の値下げを要

化学業界は全体で本格的な減

体制をつくりだし，事前の国

式として確立することで収益

他に様々な分野に及んでいる

ロピレンとポリエチレン）の出

求されるとひたすらそ

産体制を整備し在庫を

際的な原料価格などに

基盤の維持・強化を図

。たとえば三井化学は，

荷価格を基礎原料であ

る国産ナフサ

式」を打ち出し

あったため価格

とするナフサは

かなかその上昇

とき，品不足な

（粗製ガソリン）の４半期ごと

た。この方式を採用した理由

交渉においてもメーカー側の

値動きが激しく，これまでナ

分を製品に転嫁できなかった

どを理由に最終的には値上げ

の基準価格に連動して決める

は，以下の通りである。まず

立場が弱かったことである。

フサが急騰するたびに製品の

。たとえば， 年春に ％

を実現できたが，その間フィ

方式＝「フォーミュラ方

，長年過剰生産体質に

そのため，原油を原料

値上げを打診してもな

の値上げを打ち出した

ルムメーカーなどのユ

（ ）



ーザーとの交

は「マラソン

ど中東情勢の

現代におけ

渉は難航を極め，値上げが完

交渉」となったため双方の担

悪化によって原油やナフサが

る価格と独占価格論（中野）

全に浸透するまで丸１年か

当者は労力を費やし疲弊し

高騰し，価格交渉終結時に

かっている。この価格交渉

た。さらに，イラク戦争な

は再び原料コスト高騰によ

って収益が悪

ブを発揮して

の価格設定標

どを促進しよ

言している。

上げ表明まで

化し，値上げ効果が消えてし

短期間に透明性を持った価格

準をつくりあげ，交渉の簡素

うとしたのである。価格交渉

こうした一連の石油化学分野

含めると，図２のように広範

図２．合成

まう事態も起こった。メー

決定方式を採用することで

化や効率化，時間的ロスの

で時間や人的労力を費やす

における合成樹脂加工品関

囲に及んでいるのがわかる

樹脂の用途と値上げ状況

カー側は価格イニシアティ

，グローバルスタンダード

解消，原料調達の合理化な

のはもはや時代遅れとも断

連の価格値上げ状況は，値

。

他の品目で

オンは，数年

ラ方式の出荷

新製鋼などの

る制度＝「サ

料高を価格に

日本経済新聞，

も，こうした新たな価格決定

前までほとんど交渉で価格を

を取扱量の３割まで増やして

ステンレス大手は原料である

ーチャージ制」の導入を図っ

転嫁するまでに数ヶ月を要し

年３月 日付け。

方式の動きは増えている。

決めていたが， 年秋に

いる。またステンレス製品

ニッケルの国際価格変動を

ている。従来は，ユーザーご

，しかもその間の原料費の

例えば，合成ゴムの日本ゼ

はナフサ連動のフォーミュ

分野でも，新日本製鉄，日

自動的に鋼材価格に反映す

とに値上げ交渉をし，原

値上がり分についてはメー

カーが負担す

よる価格転嫁

採用はこの

年７月

には，その適

の原料価格を

るのが実態であった。ニッケ

への遅れはそのまま収益を直

業界の収益基盤の確立にとっ

出荷（４月契約）分のステンレ

用製品はニッケルを材料に使

ベースに販売価格を算出する

ルは製造原価の約半分を占

撃する業界構造となってい

て不可欠の条件になっており

ス鋼板からフォーミュラ方式

った厚鋼板が対象となって

という形になっている。

めるともいわれ，原料高に

た。この新たな価格方式の

，例えば スチールは

を導入している。具体的

おり，契約直前の３ヶ月間

（ ）



かつて高度成

利益を上乗せす

壊後は，景気低

立命館経済学

長時代においては，価格主導

るコスト積み上げ型の価格設

迷状況のなか消費財のデフレ

（第 巻・第５ ６号）

権は売り手に優位だった。そ

定・値決めが実施されていた

圧力が強いため最終製品価格

こでは，生産コストに

。しかし特にバブル崩

の値上げは容易ではな

く，低価格競争

ンフレ状態が続

どの川上分野の

ざるをえない。

題をはらみなが

減産体制と物

のなかでシェア拡大を志向し

くなか，生産調整などを通じ

原料価格連動型の値決めは，

原料高の負担をどこで誰がか

ら，価格主導権をめぐる綱引

流調整による価格設定――独

ているのが実情である。他方

て売り手の巻き返しが起こり

川下からさかのぼるデフレ圧

ぶるのか，生産調整や倒産，

きは激しさを増している
）
。

占的市場構造強化による価格

今日，世界的な素材イ

つつあり，石油化学な

力とどこかでぶつから

産業再編など新たな問

交渉力復活――

自動車用鋼板

価格値上げの交

年のゴーン

にとらわれない

らである。その

れ，同企業集団

化への対策とし

と川崎製

の取引において，鉄鋼業界に

渉力を高めている。大手鉄

ショック後急速に低下した。

取引先の選別によって展開さ

結果，日産の鋼材調達比率は

系列の旧 は２割台から

て，生産の集約化をはじめと

鉄が スチールを設立す

よる減産体制の強化策＝独占

鋼メーカーの自動車メーカー

それは，日産自動車のコスト

れ，大手鉄鋼メーカーは値下

新日本製鉄からが３割弱から

約１割へと急減した。こうし

した鉄鋼業界全体の再編は進

るとともに，同年 月にはこ

的市場構造の強化策が

に対する価格交渉力は

削減要求が旧来の契約

げを余儀なくされたか

約６割へと引き上げら

た国際的経済環境の変

み， 年 月には旧

の に対抗して住友

金属工業や神戸

体制へと収斂す

この強化され

しており，従来

品は，自動車や

られる「市中価

けの減産体制や

製鋼と資本・業務提携し連携

ることになった。

た寡占体制を基礎に，鉄鋼メ

主導権を握っていた川下のユ

造船，家電などの大口需要家

格」とに大きく分けられる。

在庫の状況によって影響を受

を強めた新日本製鉄を２つの

ーカーは造船や電機向けの製

ーザーに対してその巻き返し

向けの「ひも付き価格」と流

この後者の市況の動向は，中

けるとともに，さらにこの市

軸とする，強力な寡占

品価格の値上げを実現

に転じている。鉄鋼製

通業者を経て市中に売

国の需要動向や国内向

況の状況のもとでの市

中価格がひも付

りだしている。

例えば，

けなど幅広い分

などの高炉メー

に大幅に上昇し

込んだ上で，ひ

き価格に影響を及ぼすといっ

年暮れに鉄鋼メーカーと流通

野に使用する鋼板の在庫水

カーは，年率 ％以上のペー

，その価格と比べて日本の鋼

も付き（特定需要家への直接販

たように，相互作用しながら

業者の間での利害対立が自動

準をめぐって発生した。新日

スで成長する中国市場での取

板価格は割安なためにまだ値

売）を含めて薄鋼板の生産体

全体の価格変動をつく

車や家電製品，建材向

本製鉄や スチール

引価格がこの数年の間

上げの余地があると見

制を１割削減し在庫圧

縮をして値上げ

での値上げは売

る。しかし，結

げで決着するこ

ーカーは店売り

なったのである

環境を整えようとした。これ

上げに打撃を受けるために，

局 年に入りひも付き製品

とになった。ひも付き製品の

（一般流通）への出荷を徐々

。

に対して，流通業者は最終需

在庫確保に奔走し値上げを阻

で進められていた値上げ交渉

大口需要を優先するために，

に圧縮した結果，市中価格は

要が伸びていないなか

止しようとしたのであ

は５ ％程度の値上

この２年あまりの間メ

一段と上昇することに

（ ）



鉄鋼メー

内需の約３割

製品価格は騰

現代におけ

カーから流通業者を通じて需

を占めているが，近年におけ

勢を強めている。さらに，中

る価格と独占価格論（中野）

要家に販売される店売り（一

るメーカーによる減産体制

国を中心とした鉄鋼需要の

般流通）市場向けは鋼材の

の促進とともにこの市場の

増加がアジアにおける鉄鋼

製品価格を

ける取引価格

全体の値上げ

最近の需要

応しようとし

場別に差別化

調な輸出や

押し上げ，この需要増ととも

の高騰をもたらしており，こ

が進んでいるのである。

増加局面においても，この減

ているのであるが，その対応

されている。まず，高炉メー

好調な自動車，電機などの国

に 形鋼などの原料となる鉄

うした国際的諸要因とも絡

産体制を維持させる形で操

の仕方はユーザーへの供給

カーを中心に優先的に鋼材

内大口需要家向け直接販売

スクラップのアジアにお

み合いながら鉄鋼製品価格

業度を引き上げ需要増に対

ルート別・鋼板製品供給市

が供給されているのは，堅

（ひも付き販売）であり，総

じて順調な引

般流通市場へ

給量が確保さ

っている。こ

て店売り（一

っているので

き合いにある流通倉庫や家電

の供給は後回しにされる傾向

れない事態が生じており，こ

の影響は，まわりまわってひ

般流通）価格から特定大口需

ある（表１）。

量販店やスーパーの店舗新

にある。この結果，必要と

のことが市況における鋼材

も付き販売価格にも跳ね返

要家向け価格まで軒並み値上

設などの建設関連分野の一

される一般流通市場への供

価格を高騰させる原因とな

る構造になっており，総じ

げ攻勢が際立つことにな

表１

新日本製鉄

増加を背景と

をはじめとする鉄鋼大手４社

した鋼材価格の急騰（図３）

は， 年９月中間決算に

によって，通期の経常利益が

おいて，主に国際的な需要

過去最高を更新する見通

しになってい

中国や韓国な

コスト体制の

いは産業間競

るのも，以上のような事情に

どアジアにおける主力鉄鋼メ

構築を目指しており，産業間

争を絡めながら新たな展開を

よっているのである。ただ

ーカーを含めた鋼材調達体

における独占資本相互の価

遂げようとしている。

最近では，トヨタや日産は，

制を整備し，安定的かつ低

格決定権をめぐる主導権争

（ ）

品 目

薄鋼板

厚鋼板

熱延コイル

表１．９

円（

円（

円（

ステンレス鋼板 ニッケル
クロム系

月以降値上げ表明され
（価格は１トン，

値上げ幅

６―９％）

約 ％）

％）

た
鋼

新

新

東

主な鋼材
板はコイ

表

日鉄，

日鉄

京製鉄

系２万円（約 ％），
１万円（同） 日新製鋼，

ル品，特記なきものは店売

明したメーカー

など

り）

住友金属工業

形鋼

高炭素線材（大口価格

特殊鋼帯鋼（大口価格

棒鋼（東京，大口価格

平鋼（東日本）

日本経済新聞， 年 月

）

）

）

４

円（

円（

約１万円

円（

円（

日付け。

約 ％）

約 ％）

（ ― ％）

％）

８％）

新

新

新

合

王

日鉄

日鉄，神

日鉄

同製鉄，

子製鉄

戸製鋼所，住友金属小

東京鉄鋼，朝日工業な

倉

ど



図３．主要鋼

立命館経済学

材の市況価格 景気変動

――国際

景気動向

（第 巻・第５ ６号）

にともなう価格設定

的な環境の変化にともなう競

に敏感に反応して価格設定方

争の作用――

式を変えた例として建

設機械をあ

気低迷によ

「建値」と

市場の約３

大手は

例えば，公

標準的な重

げることができる。たとえば

って建設機械需要が停滞す

があまりにも乖離したために

割を占める最大手のコマツや

年夏頃この「二重価格」を解

共工事の積算価格基準などを

さ トン級の油圧ショベル

，公共事業の削減と景

るなかで，実売価格と

，国内の油圧ショベル

日立建機など建設機械

消することになった。

目安にした「建値」は

で 万円前後にもか

朝日新聞， 年９

こうした事情

引き競争が展開

離現象は，顧客

方の柱とし，実

月 日付け。

かわらず，

離した

格さえも１

となってい

は，建設機械の国内需要低迷

された結果生まれたものだっ

にとっては価格への不信感を

際はそこから大幅に値引きし

市況で実際に取引される実売

万円前後が中心となってお

２割割安となるなど，世界

た。

が続いたなかで，大手を含め

た。いずれにしても，この異

呼び起こすものであることは

た価格で販売するという従来

価格はこれと大きく乖

り，中国市場の実売価

で最も低い水準の価格

た各社間での激しい値

常ともいえる価格の乖

間違いない。建値を一

の価格設定方式を見直

すことで，顧客

たのである。

最近の動向に

によって，国内

分を占める鋼材

に，コマツは油

ており，国内最

の不信感を払拭するとともに

関しては，欧米企業との提携

生産体制の整備と海外市場へ

の価格上昇を背景に価格引き

圧ショベルとともにショベル

大手の価格引き上げで他社が

，国内建設機械価格の下落に

や買収とともに国内における

の販売を拡大しており，その

上げを表明し収益力を確保し

約 機種の公表価格を値上げ

追随するといったようなプラ

歯止めをかけようとし

事業統合や再編の進展

なかで原材料費の大部

ようとしている。実際

することを明らかにし

イス・リーダーシップ

が発揮される可

次にデジタル

日本の電機メー

国内生産を終了

発と市場拡大を

売台数は増加す

用 駆動装

能性が高いといわれる。

家電分野では，製品のライフ

カーは，韓国や中国メーカー

し， 年の地上波デジタル

図ってきた。しかし，市場が

るものの価格下落は予想以上

置分野では 社を超える参入

サイクル理論を地でいくよう

からの低価格攻勢によって，

放送への完全移行を目指して

急拡大するとともに新規参入

に激しかった。特に，

企業によって生産量の増加・

な状況が進んでいる。

テレビ用ブラウン管の

デジタル家電製品の開

も相次いで行われ，販

レコーダーとパソコン

過剰生産体質化と在庫

量の膨らみによ

マテレビで先行

ている。

デジタル家電

方式が主力商品

れている。同時

って価格が急落している。そ

し高収益を誇っていたパイオ

分野でも薄型テレビでは，現

として確立されるか，その主

に，それぞれの分野において

れによって，例えば当初

ニアなど一部有力メーカーも

在液晶とプラズマに二分され

導権をめぐる製品開発競争や

も，例えば液晶ではシャープ

レコーダーやプラズ

経営業績の悪化を招い

ており，このいずれの

低価格化競争が展開さ

を筆頭に韓国のサムス
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ン電子や

ニーがサムス

製作所，パイ

現代におけ

フィリップスが追い上げ，さ

ン電子と合弁化するなど激し

オニアを中心に，松下電器産

る価格と独占価格論（中野）

らに松下電器産業が東芝と

い競争が行われている。他

業と東レの合弁化や日立製

液晶事業を統合したり，ソ

方，プラズマ分野でも日立

作所と富士通の合弁化など

主導権争いは

格問題という

おいて個別企

るのであり，

して作用して

中小企業な

激しく展開されている。こう

よりも，製品のデファクト・

業の事業活動超えた技術提携

まさに独占資本主義における

いる一つの事例となっている

どの経営問題――国際競争優

した事例は，従来の参入阻

スタンダードをめぐる主導

や合弁化を含めて積極的な

競争の法則が独占的な産業

。

位の独占資本間の競争の影

止条件の形成問題，独占価

権争いが個別独占資本間に

参入を通じて展開されてい

構造をつくり出す原動力と

響――

川上の大手

るのに対して

る。このため

野で倒産問題

例えば，業

庭紙分野で

経緯によって

など大手３社

メーカーは原油高や国際価格

，加工を重ねて最終製品に近

，中小企業の多い部品や加工

が発生している。

界における大手資本間の協調

は，「泥沼の乱売戦」が続くと

いる。 年の秋に家庭紙市

が中心となって６割もの減産

の上昇とともに主要な素材

づけば近づくほど製品価格

製品メーカーなどで収益の

による減産体制の破綻とと

みられている。こうした事態

況における採算悪化を契機

を実施し２割の値上げを実

価格を軒並み引き上げてい

への転嫁が困難になってい

悪化が進んでおり，この分

もに競争が激化している家

に陥った事情は，以下の

に，王子ネピアやクレシア

現した。これによって，需

要そのものが

その後一転し

生産構造に陥

用紙の出荷量

という事情も

で 倍へと

このような

拡大したわけではなかったも

て各メーカーによる設備増設

る結果となった。この背景に

は３年連続マイナスだったに

あった。しかも，その輸入量

急増しており，また価格面で

業界全体の危機的状況のなか

のの，収益は大幅に改善す

・生産能力増強が相次ぎ，

は，トイレットパーパーや

もかかわらず，中国など海

は例えばトイレットペーパ

も国産よりも２割前後安い状

で，大手は準大手や中小メ

ることになった。しかし，

需要を２ ３割上回る過剰

テッシュペーパーなど衛生

外からの輸入が増えてきた

ーの場合 年は対前年比

況だった。

ーカーによるこの間の業界

の足並みを乱

による販売数

減産，撤退や

自動車産

動・企業内分

中国やアジア

系列にとらわ

すような設備増強の仕方に不

量拡大・増収増益を目指す戦

むなしという乱売合戦に突入

業の場合には，周知のように

業の国際的展開とともに従来

を中心に国際的自動車市場に

れない部品の低コスト調達を

信感を持つとともに，価格

略へと転換した。その結果

しつつあるのである。

トヨタ，日産，本田技研など

の下請け系列関係の再編化

おける低価格競争は激しく

加速しており，それにとも

よりもフル生産・フル販売

，競争力のない中小資本の

のような国際的な事業活

が急速に進んでいる。特に，

，完成車メーカーは従来の

ない部品各社も海外への生

産移管や海外

できない，あ

外されること

うな，国内生

系列資本の保

じて国内完成

資本との各種提携，合弁化を

るいは部品メーカーの事業再

になり，経営問題に発展して

産拠点工場を神奈川県の座間

有株式の売却と脱系列取引へ

車メーカーの国際的事業展開

進めている。この結果，完

編に対応できない中小の末

いる。その象徴が日産のゴ

から北九州の苅田に移転す

の再編による中小資本の経

への移行にともなう国内産

成車メーカーの要請に対応

端メーカーは部品取引から

ーンショックにみられるよ

ることにともなう，下請け

営問題だったのである。総

業の空洞化問題が深刻化し

（ ）



ている。

独占資本主義

立命館経済学

は資本の生命力を持って運動

（第 巻・第５ ６号）

しており，その原動力は資本が自己の限界を突破し

ようとする諸矛

体制をつくり上

を達成し，新た

は競争あるいは

義の弾力性が発

などの非独占資

活性化させても

盾にある。独占資本主義は，

げ，自由競争段階の資本主義

な歴史的段階としての生産力

独占といった諸資本間の矛盾

揮されているのである。それ

本を抹殺するものと捉えるこ

いるのである。独占資本間の

一方で独占的生産体制から市

とは比較にならないくらいの

構造を生み出している。しか

関係によってもたらされてお

ゆえ，独占段階の資本主義は

とは誤りであり，他方では常

関係でも，協調的行動と競争

場構造まで各種の協調

生産の社会化・計画化

し他方では，その運動

り，そこにまた資本主

一方的に中小零細資本

にその活動を促進し，

的行動は生産から流通

などまでさまざ

の弾力性は考察

る価格の運動が

では，この価

いは産業組織論

日では経済運営

たな考え方の提

まな分野や次元で同時に併存

されなければならないのであ

存在するのである。

格問題はどのような形で問題

は独占的規制をめぐって独自

の在り方にかかわって混迷し

起は，これまでの考え方とは

している。その総体のなかで

り，その一つの現象形態とし

にする必要があるのか。従来

に一つの政策提起をしてきた

ているのが現状である。その

どのように異なっているのか

，独占段階の資本主義

て独占資本主義におけ

の独占資本主義論ある

のであるが，しかし今

意味で競争と独占の新

，次に検討する。

独占・寡

マルクス経済

本論』の平均利

れてきた
）
。その

３．独占的市場構造

占規制のための政策的課題設

学では，独占段階における特

潤法則・生産価格論を基礎に

なかで一つの主要な論点とな

・独占価格論の批判的検討

定

有の価格概念を規定するに当

如何に展開するかをめぐって

ったのが，レーニンの『帝国

たり，マルクスの『資

さまざまな論議が行わ

主義論』における独占

論を基礎としな

造・独占価格論

であった。その

が，戦後のアメ

るために例えば

論であった
）
。

この産業組織

がらも，『帝国主義論』では

を現代資本主義における固有

際，理論的展開のための批判

リカ経済を中心に独占や寡占

巨大企業の分割やカルテル規

論はベインを中心としたハー

体系的には展開されてなか

な概念としてどのように概念

的研究対象として大いに取り

の弊害を明らかにするととも

制などの厳しい経済政策を実

バード学派によって確立され

った独占段階の市場構

規定するかという問題

入れられ検討されたの

に，その弊害を除去す

施・推進した産業組織

たのであるが，彼らは

ある産業分野に

とともに市場行

製品差別化，参

品政策，投資な

性といった市場

たとえば「集

おける企業間の競争状況を分

動，市場成果に優劣的な影響

入障壁や垂直的統合などの市

どの企業行動に影響を及ぼし

成果に作用するというもので

中度―利潤率」仮説では，次

析し，その競争状況のあり方

を与えると考えた。その具体

場構造における競争条件のあ

，最終的には経済の効率性や

あった。

のようにいう。市場構造指標

が市場構造を規定する

的内容は，市場集中，

り方が，価格政策や製

安全性，進歩性，公正

の一つである集中度が

（ ）



高まり市場支

り，寡占的・

企業間の共謀

現代におけ

配力を持つ企業が増えると，

独占的市場構造を有する産業

や協調的行動が起こったり，

る価格と独占価格論（中野）

経済全体としても独占の弊

になると，価格や製品開発

あるいは高い参入障壁に守

害を受けやすくなる。つま

，宣伝などにおける少数の

られた競争制限的行為が実

施されたりす

発生し独占さ

占的市場構造

である。

水平合併を

要目的が集中

一つの支柱と

ることで，市場の競争力が弱

れ，効率的な資源配分が歪め

への是正策として，企業分割

規制した 年のセラー・キ

度を高めることを阻止するこ

いわれている。また，シャ

められ，その結果一部に寡

られることになる。こうし

をともなう独占禁止政策が

ーフォーバー反合併法の制

とにあることを端的に示し

ーマン法を強化するために

占企業を中心に超過利潤が

た弊害の大きい独占的・寡

提唱されることになったの

定は，反トラスト政策の主

たものであり，寡占規制の

年ニール・レポート（大

統領特別諮問

中度が ％を

として企業分

このニール・

よる競争的市

たものが

いずれにし

的・寡占的市

委員会の反トラスト政策に関す

超える産業では超過利潤が発

割による市場構造規制や販売

レポートを基礎に分割の対象

場の構築を具体的に提案した

年のハート法案であった。

ても，超過利潤の発生や資源

場構造の弊害からもたらされ

る報告書）が作成されている。

生していると認定した上で

方法の変更などの措置を命

となる産業・企業選定基準

のが， 年法案であり，

配分の効率性・公正性を損

たものであり，その是正は

そこでは，上位４社の集

，その具体的な産業是正策

ずることが提案されている。

など構造規制や企業分割に

さらにこの内容を発展させ

なうような市場成果は独占

各種独占禁止政策によって

初めて達成し

つまり有効な

ことは，寡占

止政策の対象

具体的にどの

年代後

消費者利益を

うると考えたのである。その

競争的市場構造を形成・維持

的市場でも適切な競争が機能

にもならないということであ

ようなものであるか概念的に

半になると新古典派価格理論

最大化するとともに公正な分

考え方の基本にあるのは有

することであった。ここで

してる場合には基本的に問

る。これが有効競争の意味

明らかにされたわけではな

をもとに自由な市場競争秩

配を実現する条件であると

効な寡占対策をたてること，

注意されなければならない

題はないのであり，独占禁

なのだが，果たしてそれが

い。

序こそ，経済効率性を高め，

する見解が主流になってく

る。この見解

中や参入障壁

自由な競争を

をもたらした

どに代表され

まず自由市

効用最大化と

は，特に第二次大戦後のエ

の形成は，企業間の共謀や暗

阻害し，研究開発や技術革新

という主張に批判的であった

る新シカゴ学派である。その

場経済の競争原理が社会を発

企業の利潤最大化という経済

クソンや スチールなど巨

黙の協調を発生させ価格支

を遅らせ，その結果価格の

。それが，スティグラーや

内容を概括すれば，次のよ

展させるという基本的な考

主体の合理的行動こそが経

大企業による高度な市場集

配力を強化するとともに，

硬直化と管理価格インフレ

ミルトン・フリードマンな

うになる。

えの上に立って，消費者の

済的効率性を実現させるも

のであって，

る産業活動へ

自由な活動に

中度の高い産

るからこそ結

産業全体が高

経済力の集中排除や経済的弱

の介入は逆に効率性を損なう

任せるべきであることを主張

業では共謀して大企業が独占

果として高い利潤率を獲得し

い利潤を得ているのではなく

者の利益保護，公平な分配

ことになるとし，産業活動

する。具体的には，市場集

利潤を獲得しているのでは

ているのであるとする。ま

，支配的立場にある大企業

などを理由とした政府によ

はできるだけ企業や個人の

中と利潤率については，集

なく，効率的に行動してい

た，集中度の高い産業では，

だけが規模の経済性や習熟

（ ）



効果の発揮など

価格との関連に

く，企業規模を

立命館経済学

によって効率的に事業展開し

しても，大企業は共謀して生

拡大しマーケットシェアを伸

（第 巻・第５ ６号）

ているがために高い利潤率を

産量を下げ，価格を維持して

ばし続けたことによって高利

獲得しているとする。

高利潤を得たのではな

潤を獲得したのである

とする。

つまり，この

動，市場成果を

した企業の行動

場における競争

れゆえ，政府に

「自由放任」的

考え方は，先のハーバード学

問題にし独占禁止政策を提唱

が高価格・高利潤や市場シェ

が十分に機能しているかぎり

よる規制は基本的に否定され

政策として各種の政府規制を

派による産業組織論が市場構

していたのに対して，ここで

アの拡大などの市場構造をも

経済過程は十分に調整される

，その政策的具体化は，特に

大幅に緩和させる形で実行さ

造のあり方から市場行

は経済の効率性を目指

たらしたのであり，市

というものである。そ

レーガン政権のなかで

れ， や にお

ける企業分割訴

模な「合併ブー

ついても，特許

おらず，実際に

済的効率性を実

こうして，

移す多国籍企業

経済力の復権・

訟の早期解決や， 年代以

ム」をつくりだした。従来独

制度や許・認可制などの政府

は既存企業はほとんどの場合

現しているとして，その弊害

年代以降におけるアメリカ

化の進展にともなう貿易赤字

国際競争力の強化を目指した

降におけるテキサコとゲッテ

占的・寡占的市場の弊害とみ

が行う参入規制以外には本当

潜在的参入企業の脅威にさら

を否定している。

の財政赤字と，重要な産業活

という「双子の赤字」的状況

新たな経済的活性化策，独占

ィの大型合併など大規

られていた参入障壁に

の参入障壁は実在して

されることによって経

動が海外に生産拠点を

のなかで，アメリカの

資本育成政策としてシ

カゴ学派の理論

ただ， 年

シカゴ時代」と

される時代にな

にしたような

いる。また，寡

論・戦略的行動

はレーガン政権のもとで充用

代以降になるとシカゴ学派へ

呼ばれるようになる。シカゴ

ったのである。現実にも，マ

「独占力の濫用」の事実認定と

占企業による戦略的行動をさ

論や，これとは別に技術革新

されたのである。

の批判がさまざまに起こる

学派の権威のゆらぎと新たな

イクロソフト事件ではかつて

企業分割措置が再び司法省で

まざまな可能性のなかで描き

を重視しながら競争のプロセ

ようになり，「ポスト・

基礎理論の構築が模索

ハーバード学派が問題

争われる事態が生じて

出そうとするゲーム理

スを把握する「動態的

競争」の理論な

での独占禁止政

いる
）
。

ただ， 年

な展開をみせて

のだろうか。以

どが新たに提起されるように

策などのような産業活動に対

代以降取引費用理論を含めて

くるなかで，独占的市場構造

下，従来の独占価格論の批判

なる。しかし，これらのいず

する明確な政策的提案は示さ

戦略的行動の理論や動態的競

・独占価格論はどのような発

を通じてこのことに言及して

れにあっても，これま

れていないといわれて

争の理論が独自に新た

展を遂げる必要がある

みたい。

独占的市

マルクス経済

主義を規定する

のもっとも基礎

ズムによって少

にして行われ，

場構造・独占価格論における

学による独占価格論の研究は

基本的な諸関係を解明する

的な過程として解明したも

数の大企業に独占的市場支配

それは資本主義の一般的運動

問題点

，次のような問題意識で展開

とき，『帝国主義論』は生産の

のの，「生産の集積が，なぜ，

力をもたらすのか，さらには

法則にどのような影響を与え

されてきた。独占資本

集積・集中を独占成立

どのような経済メカニ

独占的市場支配はいか

るのかについて
）
」は，

（ ）



理論的に十分

ベインやシロ

的に摂取する

現代におけ

な解明はされていなかった。

スーラビーニなどによる参入

とともに「理論の精緻化」を

る価格と独占価格論（中野）

それゆえ，この課題に対し

阻止価格論に代表される産

はかることで発展を遂げて

て，独占価格論の研究は，

業組織論の研究成果を批判

きた。

その場合，

制限が行われ

考察する
）
」こ

され焦点が当

は，購入価格

し，自動車産

的なレベルで

独占価格論の基本的枠組み

ている状態を前提として，そ

とにある。したがって，その

てられることになり，独占資

の切り下げによる独占利潤の

業をみればわかるように，独

の競争優位を達成したからで

は，「独占的市場構造がすでに

こにおける独占的市場支配

理論的対象は生産物販売に

本が自らの独占力を背景に

獲得という利潤の収奪関係

占資本が販売価格によって

ある。この競争優位は，広

成立し独占的協調・競争

・独占的価格設定の特徴を

おける独占価格支配に限定

購入する製品市場について

として扱われている。しか

巨額の利潤を得るのは国際

範囲に及ぶ下請け系列の企

業間関係を基

の独自な機能

門内あるいは

によって，ま

独占資本と

独占資本主

であるが，具

礎に部品の購入から技術的連

から形成されている。そうい

部門間を問わず，資本間の協

た他方では様々なレベルでの

中小資本の相互関係と価格

義社会においては，独占資本

体的には各産業において広範

関，取引などまで多様な諸

う意味では，現代における

議から暗黙の合意まで多様

競争を通して行われている

が経済的主体として経済過

囲に存在する数多くの中小

側面における価格・コスト

独占資本の価格設定は，部

な協調関係・相互依存関係

のである。

程を主導し活動しているの

資本＝非独占資本と相互に

取引関係を取

によって担わ

は，それぞれ

のか，その際

支配している

かつてジャパ

のの一つは，

り結びながら資本蓄積を行っ

れている産業は，公共的性格

の産業部門内において独占資

価格はいかなる役割を演じて

ということで，それを独占部

ン・アズ・ナンバーワンとし

系列などに代表される独占資

ていることはいうまでもな

の強い分野などであり数少

本と中小資本は相互にどの

いるのかがまず問われなけ

門と呼ぶことはかまわない

て国際競争力を謳歌した日

本と中小資本の相互関係な

い。少数の巨大事業体のみ

ない。それゆえ，一般的に

ような関係を形成している

ればならない。独占資本が

が，問題はその内容である。

本的経営が世界に誇ったも

のであり，後にその企業間

関係の仕方が

生産力水準は

である。

独占資本と

ように産業の

門とする数多

ら川下へと製

国際競争力を規定する一つの

，生産規模や技術・研究開発

中小資本の相互関係は，産業

米としての素材供給産業では

くのメーカーさらには商社，

品が流れる。逆に，数多くの

要因として議論されていく

のみならずこの関係総体に

によってその形態はさまざ

，大規模高炉を有するメー

鉄鋼専門問屋，小売店とか

中小資本による各種部品の

ことになる。産業における

よっても形成されているの

まに異なっている。鉄鋼の

カーと各種圧延・加工を専

ら構成されており，川上か

生産と供給を経ながら，最

終的に大手完

従来自動車

関係として描

独占的支配が

しかし，

車産業におい

成車メーカーによって組立完

産業における独占資本と中小

かれ，それこそが国際的競争

行われている独占部門と非独

年代末から日米構造協議で

ては部品取引というタテ系列問題

成される自動車産業もある

資本との相互関係は，前者

力を形成する源泉とされた

占部門との部門間の関係に

日本の排他的取引として論議

）を背景に，日本自動車産業

。

が後者を一方的に収奪する

。この把握の仕方は，実は

もそのまま適用されてきた。

された「系列」問題（自動

の国際的競争力は単に日

（ ）



本的下請け関係

なく，むしろ組

生産システムを

立命館経済学

を前提とした特殊な排他的取

立メーカーとサプライヤーと

つくり出したのであり，それ

（第 巻・第５ ６号）

引や不公正な経済関係から形

の合理的な関係こそが日本の

が国際的な競争力を形成する

成されているものでは

下請系列による独自な

大きな要因になったこ

とを強調する議

的な製品開発，

カーとサプライ

産力水準をつく

拡大を目指した

積基盤を拡大し

平野健は，こ

論が登場してくる。いわゆる

生産体制のあり方が国際的競

ヤー（関連メーカー）との相

り出しているとするものであ

アメリカ・ビッグスリーは

てきたのは，事実であった。

れら青木昌彦氏や浅沼萬里氏

取引費用理論に基づいて，日

争力を規定しているのであり

互前提関係のあり方が自動車

る。実際に， 年代において

積極的に 生産方式の導入

などの研究を整理しながら，
）

本独自の効率的で合理

，こうした完成品メー

産業の現代における生

国際的競争力の復活・

をはかり，その資本蓄

自動車メーカーと一次

部品メーカーと

は，緊密な情報

式を組み合わせ

引を統御してい

メーカーに向け

果自動車メーカ

関係だけが前面

まって，現実的

の間の「共存共栄」関係を，

交換と安定的な継続的取引さ

ることによって，部品メーカ

くシステムである。したがっ

て取引の効率化やレントの発

ーからレントの分配や長期

に現れてくるようになる。

に発動されないかぎりでのこ

以下のようにまとめている。

らにはレントの分配やリスク

ーが技能の発揮をめぐって競

て，そこでは部品メーカーが

生という所期の目的を十分に

的な取引の安定性の保証が与

ただ，それは，「取引停止」の

とであると注記する。この場

日本の自動車部品取引

分担などの価格決定方

争を行うように部品取

技能を発揮して自動車

果たすならば，その結

えられ，「共存共栄」の

可能性が可能性にとど

合，レントという用語

は，取引関係を

価格，技能，

そのレベルは，

争と完成車の価

に部品取引の効

方で部品コスト

ティブを刺激す

効率化することから発生する

取引編成は，さまざまなレベ

以下のようにさまざまである

格，第２に部品取引において

率化とレント獲得のための価

を低減させるといった２つの

るためのメカニズムとしての

超過利潤を表現する概念とし

ルにおいてそれぞれ特有な意

。例えば，先ず第１に自動車

自動車メーカーが主導的立場

格，さらに一方で自動車の性

側面を有する技能，最後に部

取引関係の編成・統御方式な

て使われている。

義・内容を持っている。

メーカー間における競

で設定する価格，第３

能・品質に寄与し，他

品メーカーのインセン

どである。これら総体

において，完成

品メーカーから

ステムを構築し

ただ，植田浩

おける相互間の

いった完成品メ

カーとの関係で

車メーカーは，自らの近代的

中小の部品メーカーまで幾重

ているのである。

史氏が指摘しているように
）
，

リスク分担や利潤配分あるい

ーカーと一次メーカーとの間

はない。むしろ，この中下位

な大規模生産体制を整備する

にもわたる部品取引関係を通

浅沼氏たちが問題にしている

はその過程で働く一次メーカ

の相互関係であって，必ずし

メーカーとの関係では，グロ

とともに，一部大手部

じて，効率的な生産シ

のは長期的取引関係に

ーのインセンティブと

も中下位の下請けメー

ーバル化の進展にとも

なう生産の本格

れ，深刻な経営

数少ない独占

カーと一次下請

ている
）
。こうし

画化あるいは今

的な海外展開によって，一部

問題を引き起こした。

資本による日本の完成車市場

けメーカーとの間の企業・資

た諸側面の相互作用を通じた

日的段階における生産力水準

部品メーカーは系列からの離

の形成を頂点に，部品取引関

本編成まで，その総体として

総体として，自動車産業にお

が形成されているのである。

脱とその再編を強いら

係を通じた完成車メー

自動車産業は形成され

ける生産の社会化・計

完成車市場においては，

（ ）



各社にとって

行われるまで

までのさまざ

現代におけ

同一車種はほぼ一定の範囲内

の内実をみると，完成品メー

まなレベル・階層における相

る価格と独占価格論（中野）

で価格が設定されているも

カーと一次メーカーさらに

互依存的関係の形成と他面

のの，逆にその価格設定が

は中下位の下請けメーカー

での競争による刺激的作用

とが複合的に

の上に完成品

のである。

したがって

システムある

の格差も生ま

る特殊的利潤

絡み合い，その複合的絡み合

価格が決定されている。そう

，各自動車大手メーカーの価

いは部品取引体制の整備状況

れることになる。その意味で

率の均等化傾向はすでに現実

いを通じてそれぞれの価格

いうものとして，独占価格

格設定とそのもとでの利潤

如何によって異なるのは当

，マルクスが『資本論』の

的な根拠を有していない。

は決定され，その積み重ね

論の展開が求められている

獲得は，各メーカーの生産

然であり，その結果利潤率

なかで論じた部門内におけ

同時に，独占的な生産シス

テムの構築や

産体制を形成

福田泰雄氏

することによ

このリスクシ

り，一方で親

て保険料＝独

という意味で

それを前提とした独占資本相

しながらも，他方では絶えざ

は，独占的市場構造の実態さ

って，新古典派経済学からの

ェア仮説の考え方とは，下請

企業が需要変動や原材料費変

占的利益を得る，他方下請企

，経済合理的な選択・取引関

互の関係は，一方で恒常的

る競争関係のなかでその存

らにその独占的市場支配を

アプローチであるリスクシ

取引関係は互いに対等な当

動に伴うコスト負担リスク

業は安定的な長期取引によ

係にあるというものである

な需要予測を前提とした生

在を主張している。

可能にする根拠を明らかに

ェア仮説などを批判する
）
。

事者相互間の契約取引であ

を引き受け，その対価とし

って利益を保証してもらう

。これに対して以下のよう

に批判する。

単価支配と納

イオリティを

の姿は，対等

り，そこでは

争を激化させ

株式所有，役

まず形式的なこの取引関係の

入製品の品質管理，納期短縮

握ることによる独占的支配の

な当事者間の契約ではなく，

下請取引依存率と下請取引の

，親企業の下請企業に対する

員派遣などによって補強され

内実として，独占的大企業

化が実施されており，ここ

実態があること，それゆえ

販路・市場をめぐる支配と

相手先企業数という２つの

競争優位が貫かれているこ

ていることを指摘する。

による徹底した原価管理，

に親企業＝独占資本がプラ

，この下請取引関係の実際

非支配の関係にあるのであ

条件を根拠に下請相互の競

と，さらに，この優位性は

ただ，完成

理システムは

る。その意味

のとしてひと

系列階層に応

が形成されて

占的市場支配

車メーカーを頂点にした製品

，一次からそれ以下の層まで

では，福田氏のように下請け

くくりに把握するのは，一面

じて重層的になっており，そ

いるのである。その意味で，

の問題は，一次下請や関連資

開発・企画から生産工程の

下請け諸階層によって担う

系列の諸資本を独占的完成

的であろう。独占資本と非

の総体の力として日本的な

従来の独占理論からのアプ

本と独占資本の関係という

合理化体制あるいは市場管

役割がそれぞれ異なってい

車メーカーに支配されるも

独占資本の相互依存関係は

システムによる生産力水準

ローチが対象としてきた独

よりは，二次以下の系列下

請け層と独占

そこで，独

という相互前

ときに，中小

ことである。

的には賃金・

資本層との関係といえよう。

占の弊害とはどのような問題

提・依存の企業間関係を独占

零細資本の経営問題・倒産問

それは，相互依存関係のもと

所得減少をともなう社会的消

として現れてきているのか

資本の側が一方的にあるい

題ひいては失業問題という

での「正常な契約条件」の

費水準の衰退である。

。端的にいえば，下請系列

は主導的に分解・再編した

深刻な社会問題が発生する

一方的な解除であり，社会

年前後以降，旧社会主義圏

（ ）



を含めた世界市

大資本はグロー

におけるシェア

立命館経済学

場の急速な拡大とそれにとも

バル化を積極的に推し進め，

拡大を目指しての競争はます

（第 巻・第５ ６号）

なう企業内分業の国際的展開

先進国市場のみならず東欧や

ます激しさを増している。そ

よって，各国自動車巨

中国などの未開拓市場

の意味では，独占の弊

害の今日的解決

中小資本のこれ

させることであ

規産業への事業

的消費水準を維

めるなど，そう

という環境変化

は，独占資本の急激な国際的

までの技術力を国民的生産力

り，その意味で非独占資本の

補助を円滑に促進することで

持するなど，社会保障をしっ

いった方向性のなかで求めら

のなかでこそ，こうした労働

展開などの強蓄積戦略に歯止

水準を維持・拡大するために

技術力・経営力を生かすとと

ある。さらには，雇用確保と

かりと確立した上で事業転換

れなければならない。新たな

条件をも含めた各種の規制が

めをかけるとともに，

積極的に活用し活性化

もに必要な場合には新

賃金保障によって社会

や労働移動を円滑に進

国際化・グローバル化

最優先的課題として論

議され，早急に

て，環境と福祉

参入阻止価格

ここではまず

されている阿部

その基本は，

期間維持される

具体化されなければならない

という新しい共生時代に相応

論における競争と独占

，参入阻止価格論について現

真也氏の見解を中心に検討し

寡占市場では，市場への追加

というものである。こうした

のである。 世紀に向けた先

しい経済運営が求められてい

代の産業分析を表象におき非
）
，その論理の有効性と限界に

的な参入が阻止されることに

寡占的市場構造のもとで，寡

進国日本のあり方とし

るのである。

常にわかりやすく説明

ついて検討したい。

よって，超過利潤が長

占産業相互間では常に

新規参入＝潜在

混乱をふせいで

を制限するため

は，ほかの部門

て生ずる激しい

うとする
）
」ので

このようにし

的競争の脅威にさらされてい

共同の利益を高めようと行動

に価格を設定する，その価

からその部門への新規参入を

競争価格ほどには低くない程

ある。

て，寡占産業では参入を阻止

るため，既存の寡占諸資本は

する。部門内の寡占諸資本は

格が参入阻止価格である。「つ

誘発するほどには高くなく，

度に，その部門の価格と生産

するために販売価格や生産量

新規参入による市場の

この潜在的な競争圧力

まり，既存の寡占企業

しかし新規参入によっ

量を協調的に維持しよ

についての明示的なま

たは暗黙の合意

方価格以外の分

拡大を目指して

程への管理可能

としての活動の

出しているかを

阿部氏の特徴で

を行い，諸寡占資本は部門内

野例えば新製品の開発や販売

激しい競争を演じる。この基

なマーケティング・チャンネ

展開，この両者が流通経路や

分析し，流通部門における市

ある。ただ，潜在的な競争圧

における共同的利益の極大化

チャンネルの形成さらに広告

本的論理の上で，一方で寡占

ルの形成，他方での商業資本

チャンネルをめぐって如何に

場構造とその動態を生き生き

力を制限するために設定され

を図るのであるが，他

などでは市場シェアの

メーカーによる流通過

による独自な経済主体

紛争や対立関係を生み

と描き出しているのが

る参入阻止価格という

最初の論理が，

る独占価格一般

である。

例えば，今日

なのであろうか

界における価格

現実にはどのような事態・現

あるいは独占段階に特徴的な

の鉄鋼産業における価格決定

。決してそうとは思えない。

動向の中心問題は，参入を阻

象を説明するものなのか，独

価格現象をどこまで解明でき

方式は，参入阻止価格でなけ

最近の価格決定方式の特徴で

止するための価格設定という

占資本主義段階におけ

ているか，これは疑問

れば説明できないもの

もみたように，鉄鋼業

よりは，一方での鉄鉱

（ ）



石などの資源

カーを中心と

と川崎

現代におけ

メジャーに対する価格交渉力

した大手鉄鋼製品ユーザーと

製鉄が合併し，新日本製鉄を

る価格と独占価格論（中野）

の維持・確保であり，他方

の価格決定権をめぐる争奪

中心に神戸製鋼や住友金属工

における自動車や家電メー

戦であることは間違いない。

業が提携するという二大

グループが形

だった鉄鋼製

格の下落傾向

もない。

果たして参

くらいあるの

ったとしても

成されたのは，これまで景気

品の「安定的」供給体制の整

を食い止め，新たな収益基盤

入を阻止するための価格設定

であろうか。むしろ，コンピ

，研究開発やそのための設備

後退による需要低迷のなか

備・確保が目的だったので

体制を再構築することを目

によって寡占市場が形成さ

ュータやその関連産業のよ

投資面でその製品分野のデ

で過剰生産傾向に陥りがち

あり，これによって鉄鋼価

指していたことはいうまで

れている産業は，現在どの

うに，巨大資本が進出を狙

ファクト・スタンダードあ

るいは国際的

が決定されて

どの 関連

動とは違って

の寡占資本は

占資本の行動

も強制するも

る。それは，

標準を達成する見込みがある

いるのが現実である。今日の

産業の発展は目覚ましく，旧

，国内はもとより国際的な市

激しい競争を繰り広げている

は，独占段階における独占資

のとして，全面的な価格競争

まさしく『資本論体系』の著

かどうかの判断如何で，そ

グローバル市場の拡大とと

来の国内市場に基盤を有して

場シェアを如何に維持・確

のが実態である。そうした

本の一般的本性の現れとし

を展開するというのももう

者がいうように，投資行動

の産業への参入するしない

もに，韓国，台湾や中国な

いた時期の寡占資本の行

保できるかをめぐって各国

激しい競争戦を展開する独

て，また他の独占諸資本に

一つの特徴的な姿なのであ

論や資本主義の動態論の項

目で論じられ

のである。

「理論的基

独占的市場

多くは，独占

支配した場合

るものではなく，独占段階の

準」としての「生産価格」・

構造にもとづく独占価格を問

利潤の規定は「独占的市場支

に実現されるであろう『平均

一般的な価格現象の一つと

「平均利潤」概念の現実的意

題にする場合，高須賀義博

配にもとづく独占価格設定

利潤』を超えて獲得される

して解明されるべき問題な

味

氏などの一部論者を除いて

によって，競争が全面的に

超過利潤である
）
」とし，そ

の独占段階に

まず「平均

のように明

格』・『平均利

基盤にもつ

とを，次のよ

門内競争およ

おいて「平均利潤」概念を基

利潤」概念は，独占段階にあ

快に述べる。「独占資本主義

潤』という概念も競争段階の

概念としての意味をもたない

うに主張する。「独占企業が

び部門間競争を制限すること

礎にする理論的意味を，次

っては現実的な運動基盤を

においては，平均利潤率の

資本主義のような現実的な
）
」。しかし他方では，一転して

独占利潤を収奪できるのは，

によってであり，この二種

のように述べる。

背景にもたないことを，次

法則は貫徹せず，『生産価

運動・メカニズムを成立の

理論的妥当性を有するこ

独占的支配力によって部

類の競争は，それが制限さ

れなかったと

の競争を廃

格』・『平均利

逆に，このよ

のである
）
。」

こうした論

したら利潤率の均等化をもた

絶するものでない以上，競争

潤』概念を基準として独占価

うな基準をおかなければ独占

理展開の流れのなかで，独占

らすような競争なのである

が全面的に支配した場合に成

格・独占利潤を規定するこ

価格・独占利潤の本質を明

利潤は「平均利潤」を超え

。独占の存在がこの二種類

立するであろう『生産価

とは理論的妥当性をもつし，

らかにすることはできない

て獲得される超過利潤とし

（ ）



て規定され，他

こうして「平均

し，この理論的

立命館経済学

方非独占資本はその分「平均

利潤」を理論的基準に資本間

妥当性とはどういうことを意

（第 巻・第５ ６号）

利潤」から収奪された利潤量

の収奪・非収奪関係が解明さ

味しているのであろうか。本

しか確保しえなくなり，

れることになる。しか

来，資本の本性から当

然得られるべき

た，これは資本

問題であるとい

資源の効率的な

理想的とする完

占価格論からす

会に戻すべきと

利潤を独占資本の競争制限＝

の本性から，あるいは資本で

うことなのであろうか。例え

配分をもたらすという理念の

全な競争市場は現実的にはど

る政策的提案は，実は独占を

いうことになりかねない。

独占的行動によって非独占資

あるならば平均利潤を得て然

ば，新古典派経済学にあって

もとに，独占の弊害が唱えら

こにも存在しないにもかかわ

規制する政策はかつての自由

年代を中心とした産業組織

本は確保できなくなっ

るべきという理念から

は，完全な競争市場は

れたりする。しかし，

らずである。従来の独

競争段階の資本主義社

論では，独占の弊害を

除去するために

れた。こうした

現実の資本主

占的な協調体制

多角化戦略や新

それゆえ，利潤

に存在している

る限りにおいて

は有効競争の活用が必要であ

政策と具体的にどのような違

義社会では産業部門によって

も多様に存在している。他方

規のベンチャー諸資本の積極

率の異なる諸独占資本の階層

のはいうまでもない。他方，

生産は維持し拡大することは

り，その必要な限りで企業分

いが出てくるのであろうか。

競争の程度はさまざまに異な

では，事業分野によっては，

的な事業展開などがあり，競

が部門内においても部門間に

非独占資本については，販売

可能であり，その取引関係が

割という規制も実行さ

っており，それゆえ独

独占資本による事業の

争の作用も多様である。

おいても多様に重層的

額が生産費を確保しう

大量取引が可能な独占

資本との相互関

大衆消費財市場

しても，すでに

潤」を理論的基

格決定と利潤獲

が重要であろう

独占資本主義

係にあるかあるいは絶えず景

かなど，その経済的環境に応

部門内における特殊的利潤率

準にすることそれ自体に問題

得の諸条件を現代資本主義に
）
。

は，競争と独占の双方を固有

気変動に左右され激しい競争

じて利潤獲得には大小の差が

が成立していない段階の資

がある。むしろ，部門内ある

おける固有で豊富な内容をも

の法則として有していること

関係にさらされている

生じている。いずれに

本主義社会で，「平均利

いは部門間を通じた価

って説明することこそ

，この双方の法則を通

じて生産の社会

の諸現象はさま

べきであると考

）『上野俊

内容は，

化の段階あるいは今日の生産

ざまな姿をとって現れている

える。

樹著作集５ 資本の生命力と矛

所収論文「競争と独占」あるいは

力水準が明らかにされること

こと，そうしたものとして独

注

盾』（文理閣， 年）参照。競

「解説」を参照されたい。また

，そのなかで独占価格

占価格論は展開される

争と独占についての詳細な

，従来の独占価格論に対す

る検討に

） マイケ

ーバル化

とを強調

） 現代に

理してい

） 日本経

ついては，自著『独占資本主義と

ル・ ・ポーター『競争戦略論

時代における企業行動は，従来の

している。

おける価格現象の事例については

る。

済新聞， 年 月 日付け，参

独占価格』（文理閣， 年）な

』（ダイヤモンド社， 年）な

「比較優位」から「競争優位」

，日本経済新聞あるいは朝日新

照。

どを参照されたい。

ど参照。ここでは，グロ

概念によって展開すべきこ

聞の記事を中心に参照し整

（ ）



） 家電

） 阿部

ウマー

現代におけ

製品のオープン価格については

真也「日本メーカーのマーケテ

，鈴木武編『現代流通の構造・

る価格と独占価格論（中野）

，日本経済新聞， 年１月７日

ィング活動と流通チャンネル構

競争・政策』東洋経済新報社，

付け，参照。

造」（ ・バッツァー， ・ラ

年所収）では，流通部門を

通じた

） 日本

）『資

） ここ

『産業

済政策

）

道「新

）『資

価格の主導権争いが簡潔に説明

経済新聞， 年５月 日付け

本論体系 現代資本主義』（

の節では， ベイン著宮澤健

組織論の新潮流と競争政策』（晃

』などを参照。

年代以降におけるアメリカの市

自由主義の経済理論」（『経済』

本論体系 現代資本主義』

されている。

，参照。

有 閣， 年）など参照。

一監訳『産業組織論（上・下）』

洋書房， 年）そして小西唯雄

場原理主義に基づく新自由主義の

年９月号）を参照。

ページ。

（丸善， 年），小西唯雄編

，和田聡子著『競争政策と経

理論的系譜については，林直

） 前掲

） 平野

参照。

如何な

） 植田

） 山崎

点とす

面で多

） 福田

書， ページ。

健「ビッグスリーの新しい部品

ここでは，アメリカ・ビッグス

る形でコスト管理による部品の

浩史『現代日本の中小企業』（岩

修嗣『戦後日本の自動車産業政

る下請系列の企業間関係が詳細

面的に重なっていることが示さ

泰雄「独占的市場構造と規模別

購買方式」（東京大学『社会科学

リーによる部品購買方式が日本的

価格引き下げを実施しているかな

波書店， 年）参照。

策』（法律文化社， 年）では

に展開されており，系列の一部部

れている。

賃金格差」（一橋大学『経済学研

研究』第 巻第５号， 年）

な部品取引の諸手法を導入し，

どが展開されている。

，日本の完成車メーカーを頂

品メーカーは独自に部品供給

究』 ， 年）参照。

） 阿部

あるい

いる

こでは

） 阿部

）『資

） 前掲

） 前掲

真也，前掲論文を参照。参入阻

は福田氏が指摘するように過少

（『現代市場経済とインフレーショ

積極的に現状の価格分析に活用

，前掲書， ページ。

本論体系 現代資本主義』

書， ページ。

書， ページ。

止価格論については，「シロスの

蓄積の設定が独占価格＝参入阻止

ン』同文舘， 年）といった

している阿部氏の展開を主に扱っ

ページ。

仮定」が恣意的であるとか，

価格論の致命的欠陥となって

さまざまな批判があるが，こ

た。

） かつ

を理論

占概念

の価格

みで展

ればな

弾力的

て森岡孝二氏は自著『独占資本

的基準とする独占的市場構造・

を「生産の社会化」として把握

を独占価格にさせ，市場に強制

開するのは一面的であり，金融

らないと主張されるなど，傾聴

な運動を明らかにする場合，競

主義の解明』（新評論， 年）

独占価格論に対して痛烈な批判を

し，カルテルやトラストなど生産

すると主張された。同時に，独占

資本の運動や金融寡頭制のレベル

すべき点も多い。その反面，特に

争と独占の理解にかかわって克服

などで「平均利潤・生産価格」

展開された。そのなかで，独

の社会化のあり方が独占段階

利潤法則を市場価格レベルの

で具体的な検討が行われなけ

今日のような独占資本主義の

すべき問題もあるといえよう。

（ ）


